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１． 概要 

 近年の自治体における財政状況の悪化をきっかけに、普通会計の決算状況か

ら特別会計、一部事務組合等を含めた財政健全化判断となる財政４指標（実質

赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）の作成公表が

義務付けられました。それに加えて、公会計制度の見直しが進められています。 
国においても、平成１９年１０月に総務省より「公会計の整備推進について」

の通知がなされ、財務書類の作成モデルである「基準モデル」と「総務省改訂

モデル」が示され、財務書類の作成が要請されました。 
これを受けて、南島原市においても、平成２０年度決算から「総務省改訂モ

デル」により、財務書類を作成し、公表することにしました。 
 
２． 目的 

 これまでの決算書や「地方財政状況調査（決算統計）」では、現金主義によ

る「単式簿記」でしたが、発生主義による「複式簿記」の考え方を導入した財

務書類の作成し、市民の皆さんに財政状況を分かりやすくするとともに、財務

書類の分析・活用等を通じて、資産・債務に関する情報開示と適正な管理を推

進するものです。 

 
３． 財務書類４表の関係について 

財務書類は、バランスシート（貸借対照表）、行政コスト計算書、純資産変

動報告書及び資金収支計算書から構成され、この４表の関係を図にすると図１

のようになります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ 公会計制度の概要 
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（図１） 
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１． 総括 

 南島原市の財務４表については、「地方財政状況調査（決算統計）」の数値を

利用した「総務省改訂モデル」により作成し、財務４表を作成しました。 
 
２． 作成の基本的前提 
① 対象会計範囲 

     普通会計（一般会計のみ）を対象 
② 作成基準日 

平成２１年３月３１日現在（出納整理期間における収支は基準日までに終

了したものとして処理する） 
③ 基礎数値 

     昭和４４年度から平成２０年度までの決算統計データ 
④ 固定性配列法 

     地方公共団体のバランスシートの大部分が固定資産で占められているた

め、固定資産、固定負債を表示し、続けて流動資産、流動負債を表示する

方法 
⑤ 退職手当引当金 

     年度末に職員全員が退職したと想定した場合の要支給総額 
⑥ 有形固定資産の評価方法 

     取得原価（昭和４４年度以降の決算統計における普通建設事業費） 
⑦ 減価償却の方法 

国が示した行政目的別の耐用年数表（表１）に基づいて、定額法による減

価償却を行います。ただし、土地は除きます。 
⑧ バランスシートの構成・見方 

バランスシートの見方は（図２）のようになります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 南島原市の財務４表（普通会計） 
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（表１） 
耐用年数表 
 
区分 耐用年数 区分 耐用年数 
１． 総務費 
（１） 庁舎 
（２） その他 

 
５０ 
２５ 

２． 民生費 
（１） 保育所 
（２） その他 

 
３０ 
２５ 

３． 衛生費 ２５ 
４． 労働費 ２５ 

７． 土木費 
（１） 道路 
（２） 橋りょう 
（３） 河川 
（４） 砂防 
（５） 海岸保全 
（６） 港湾 
（７） 都市計画 
①   街路 
②   都市下水路 
③   区画整理 
④   公園 
⑤   その他 

（８） 住宅 
（９） その他 

 
４８ 
６０ 
４９ 
５０ 
３０ 
４９ 

 
４８ 
２０ 
４０ 
４０ 
２５ 
４０ 
２５ 

５． 農林水産業費 
（１） 造林 
（２） 林道 
（３） 治山 
（４） 砂防 
（５） 漁港 
（６） 農業農村整備 
（７） 海岸保全 
（８） その他 

２５ 
４８ 
３０ 
５０ 
５０ 
２０ 
３０ 
２５ 

８． 消防費 
（１） 庁舎 
（２） その他 

 
５０ 
１０ 

９． 教育費 ５０ ６． 商工費 ２５ 
 １０．その他 ２５ 
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（図２） 
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３． 平成２０年度貸借対照表の概要 
 
（１） 総括 

資産や負債をどれだけ有しているかといったストック（残高）面

から財政状況を表したものです。 
平成２０年度末の南島原市の資産合計は１，２９２億６，６４０

万円となっています。このうち将来世代の負担となる負債合計は３

８９億８，６９０万円、現役世代が負担した純資産合計は９０２億

７，９５０万円となっています。 
 

（２） 資産の部 
① 公共資産 

南島原市が保有する施設と土地であり、昭和４４年度以降の

普通建設事業費の累計であり、土地を除いて減価償却を行って

います。総額は１，１６７億８，８０３万円となっており、資

産総額の９０．３％を占めています。 
 

ア． 有形固定資産 
道路、学校、庁舎などの施設と土地であり、昭和４４年度以

降の普通建設事業費の累計であり、土地を除いて減価償却を行

っています。合計で１，１６４億４，０６１万円となっており、

土木費などの生活インフラ・国土保全が４７５億５，３５３万

円で、資産総額の３６．７％、教育が３０８億８１４万円で、

資産総額の２３．８％となっています。 
イ． 売却可能資産 

公用もしくは公共用に供されていない（一時的に賃貸してい

る場合を含む）資産３億４，７４２万円を計上しています。 
 

② 投資等 
投資及び出資金、貸付金、基金等、長期延滞債権及び回収不

能見込額を計上しています。 
 

ア． 投資及び出資金 
公社、株式会社などへの投資及び出資金で、７億７，８６９

万円を計上しています。 
イ． 貸付金 

民間事業者等に無利子の貸付を行っている地域総合整備資金

貸付金残高で、５，８６３万円を計上しています。 
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ウ． 基金等 
合併振興基金などのその他特定目的基金で４１億７，３８８

万円、土地開発基金等で合計５４億２１３万円を計上していま

す。 
エ． 長期延滞債権、回収不能見込額 

長期延滞債権は市税や保育料などの収入未済額のうち、平成

１９年度以前の分、４億１，３８５万円を、回収不能見込額は

不能欠損の実績等を勘案して２，３３９万円を計上しています。 
 

③ 流動資産 
財政調整基金、減債基金、歳計現金及び平成２０年度分未収

金を合計で５８億４，８４６万円を計上しています。 
 
（３） 負債の部 

① 固定負債 
平成２２年度以降に支払や返済が予定されている金額３４６

億１，７５１万円を計上しています。 
 

ア． 地方債 
平成２２年度以降に支払予定である地方債２８０億７，１０

２万円を計上しています。 
イ． 退職手当引当金 

平成２０年度末に全職員が退職したと想定した場合に、退職

手当組合へ負担すべき金額６５億４，６４９万円を計上してい

ます。 
 

② 流動負債 
平成２１年度に支払や返済が予定されている金額４３億６，

９３９万円を計上しています。 
 

ア． 地方債 
平成２１年度に支払予定である地方債４１億５３２万円を計

上しています。 
イ． 賞与引当金 

平成２１年６月に支払われる予定の賞与のうち、平成２０年

度の負担相当額２億６，４０７万円を計上しています。 
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（４） 純資産の部 
① 公共資産等整備国県補助金等 

公共資産整備と投資等の資産の財源のうち、国県からの補助

金２５０億６，６１７万円を計上しています。 
 

② 公共資産等整備一般財源等 
公共資産整備と投資等の資産の財源のうち、上記の国県から

の補助金と建設地方債を除いた金額７５４億２，５４１万円を

計上しています。 
 

③ その他一般財源等 
公共資産等以外の資産から負債を差し引いた金額▲１０２億

１，２０８万円を計上しています。これは、臨時財政対策債、

災害復旧事業債などの負債はあるものの、それに対応する資産

が不足していることによります。自治体では通常マイナスの計

上と思われます。 
 

（５） 注記 
① 他団体及び民間への支出金により形成された資産 

国道・県道・港湾・漁港・ほ場整備などの県営事業負担金や

合併浄化槽設置補助金などの合計で１７３億７，７８９万円を

計上しています。 
 

② 債務負担行為に関する情報 
複数年にわたる工事・リース契約や利子補給等の平成２１年

度以降に負担すべき金額８億６，６４７万円を計上しています。 
 

③ 地方債残高に対する交付税措置額 
平成２０年度末地方債残高３２１億７，６３４万円のうち、

交付税措置額として２２２億７，０２１万円が見込まれます。 
 

④ 普通会計の将来負担に関する情報 
普通会計の将来負担額として４７３億６，１６１万円計上し

ています。うち、３２１億７，６３４万円、６７．９％が地方

債残高です。地方債償還へ充当できる基金や歳入及び交付税措

置見込額を合計した将来負担軽減資産３９３億７７８万円を控

除した、実質的な負債金額は８０億５，３８３万円になります。 
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４． 平成２０年度行政コスト計算書の概要 
 
（１） 総括 

行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年

間の行政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービスに係る

経費を「使用料・手数料」、「分担金・負担金・寄附金」の経常収益

（業務収益）でどれだけ賄ったかを明らかにする財務書類です。 
コストの性質は「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転

支出的なコスト」「その他のコスト」の４つに区分されます。 
平成２０年度の純経常行政コストは２２８億３，４０８万円です。 
 

（２） 「人にかかるコスト」 
行政サービスの担い手である職員に要する経費で５０億３，２７

１万円を計上しています。 
人件費は職員に対して支払われる経費で４３億９，９２４万円を

計上しています。 
退職手当引当金繰入金等は平成２０年度に支払った退職手当組合

負担金とバランスシートに計上した退職手当引当金の増減額を合計

した金額で３億６，９４０万円を計上しています。 
賞与引当金繰入額はバランスシートに計上した賞与引当金と同額

となる２億６，４０７万円を計上しています。 
 

（３） 「物にかかるコスト」 
物品の購入経費や光熱水費などの物件費、維持補修費及び減価償

却費で６９億８，８５６万円を計上しています。 
物件費は賃金、旅費、光熱水費、委託料などで２５億４，７５１

万円を計上しています。 
維持補修費は学校、公園などの修繕料で５，３１０万円を計上し

ています。 
減価償却費はバランスシート作成における有形固定資産の減価償

却費で４３億８，７９５万円を計上しています。 
 

（４） 「移転支出的なコスト」 
生活保護費や児童手当などの扶助費、各種団体への補助金等、特

別会計への繰出金、県営事業負担金などで１１０億９，４６１万円

を計上しています。 
社会保障給付は生活保護費、児童手当、障害者医療給付費、保育

所措置費などで３８億２，１８７万円を計上しています。 
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補助金等は各種団体補助金などで３０億６，０１５万円を計上し

ています。 
他会計等への支出額は特別会計への繰出金で２９億９，０７９万

円を計上しています。 
他団体への公共資産整備補助金等は合併浄化槽設置補助金、県営

事業負担金、ハウス外農業施設等整備補助金などで１２億２，１８

１万円を計上しています。 
 

（５） 「その他のコスト」 
上記に分類されないコストで５億９，０８５万円を計上していま

す。 
支払利息は地方債の利子支払額及び一時借入金の利子支払額で５

億５，１１７万円を計上しています。 
回収不能見込計上額は下記の算式により３，９６９万円を計上し

ています。 
平成２０年度末回収不能見込額－平成１９年度末回収不能見込

額＋平成２０年度不納欠損額 
 

（６） 「経常収益」 
使用料、手数料、分担金及び負担金、寄附金で８億７，２６５万

円を計上しています。 
 
 
 
５． 平成２０年度純資産変動計算書の概要 
 
（１） 総括 

純資産変動計算書は、バランスシートの純資産の部に計上されて

いる「公共資産等整備国庫補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、

「その他一般財源等」、「資産評価差額」について、各数値が１年間

でどのように変動したかを表しているものです。 
 
（２） 純経常行政コスト 

純経常行政コストは行政コスト計算書における「純経常行政コス

ト」の金額２２８億３，４０８万円を「その他一般財源等」の欄に

計上しています。 
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（３） 一般財源 
一般財源には地方税で３７億６，０８３万円を、地方交付税で１

３７億６，２８３万円を、その他行政コスト充当財源で１１億９，

４１４万円を計上しています。 
その他行政コスト充当財源には地方譲与税、利子割交付金、配当

割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場

利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全特

別対策交付金、財産収入、繰入金、諸収入を計上しています。（ただ

し、バランスシートの資産の減少、負債の増加となる項目は除いて

います） 
 
（４） 補助金等受入 

平成２０年度の国庫支出金及び県支出金５８億２，９５９万円の

うち、南島原市で行う普通建設事業費の財源となった金額７億９，

６６８万円を「公共資産等整備国庫補助金等」の欄に、残額の５０

億３，２９１万円を「その他一般財源等」の欄に計上しています。 
 
（５） 臨時損益 

災害復旧事業費など臨時的な要因による変動額を計上しています。 
公共資産除売却損益として土地開発公社出資金返還金に加算され

た１１４万円、物品売払収入等２４７万円を計上しています。 
 
（６） 科目振替 

純資産の変動が上記（２）から（５）以外で生じる場合を項目ご

とに計上しています。 
「公共資産整備への財源投入」では地方税などの一般財源を活用

して資産を増加する場合に振替分を計上しています。 
同様に、「貸付金・出資金等への財源投入」、「貸付金・出資金等の

回収等による財源増」、「減価償却による財源増」、「地方債償還等に

伴う財源振替」についても財源の振替分を計上しています。 
 
（７） 期末純資産残高 

バランスシートの純資産の部で計上したそれぞれの項目と一致し

ます。 
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６． 平成２０年度資金収支計算書の概要 
 
（１） 総括 

資金収支計算書は、行政活動における資金の流れを「経常的収支

の部」、「公共資産整備の部」、「投資・財務的収支の部」の３つの区

分に分類した財務書類です。 
 
（２） 経常的収支の部 

経常的収支の部には、経常的な行政活動に伴う、税収や使用料な

どの収入、人件費や社会保障給付などの支出、を項目ごとに計上し

ています。通常は収支が黒字となり、この黒字分を公共資産の整備

等の財源にしています。 
平成２０年度は６６億７，４７７万円の黒字で、公共資産整備及

び投資等の収支赤字額６４億４，６２０万円を補っています。 
 

（３） 公共資産整備収支の部 
公共資産整備の部には、普通会計が行う公共資産整備のほか、他

団体の公共資産整備費補助金、特別会計への建設事業費充当財源と

しての収支を計上しています。 
平成２０年度は１０億４，１０６万円の赤字でした。 

 
（４） 投資・財務的収支の部 

投資・財務的収支の部には、投資及び出資金、貸付金、基金に係

る収支、地方債元金償還額に係る収支などを計上しています。 
かかる普通会計が行う公共資産整備のほか、他団体の公共資産整

備費補助金、特別会計への建設事業費充当財源としての収支を計上

しています。 
平成２０年度は５４億５１５万円の赤字でした。 

 
（５） 期末歳計現金残高 

期首歳計現金残高に平成２０年度中の歳計現金増減を加味して、

期末歳計現金残高は６億８，５８４万円となりました。 
 
（６） プライマリーバランス（基礎的財政収支） 

地方債、基金を除いた収支のことで、赤字ならば将来負担が増え、

黒字ならば将来負担は減ることを示しています。 
平成２０年度は２１億９，９８０万円の黒字でした。 
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１． 総括 

 南島原市全体の財務４表については、「地方財政状況調査（決算統計）」の数

値を利用した「総務省改訂モデル」により作成し、普通会計、特別会計、公営

企業会計を含めた、全会計を対象とした地方公共団体全体の財務４表を作成し

ました。 
 
２． 作成の基本的前提 

 普通会計の財務４表と特別会計の財務４表を連結するにあたっては、純計操

作を行っております。普通会計と特別会計間の繰入金・繰出金や企業会計への

出資金など重複するものについて相殺するとともに、各会計基準の相違をもと

に読替、修正などの調整など、連結する作業を行いました。 
 連結の対象となった特別会計は次のとおりです。 
   簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計、宅地開発事業特別会計、

水道事業会計、国民健康保険事業特別会計、老人保健事業特別会計、 
後期高齢者医療特別会計 

 
３． 平成２０年度貸借対照表（市全体）の概要 

 南島原市全体の公共資産は１，３９３億４，２８６万円で、投資等は７０億

１，６８５万円で、流動資産は７９億７，９５３万円で、資産合計は１，５４

３億４，２２４万円となっています。 
 一方、負債の部では、固定負債は４４０億４，４９３万円で、流動負債は５

０億３，５３４万円で、負債合計は４９０億８，０２７万円となっています。 
 純資産合計は１，０５２億６，１９７万円となっています。 

 
４． 平成２０年度行政コスト計算書（市全体）の概要 

 南島原市全体の経常行政コストは３３４億１，５７５万円で、社会保障給付

が１００億４，８２０万円、３０．１％の割合になっています。 
経常収益６９億５６７万円を除いた、純経常行政コストは２６５億１，００

８万円となっています。 
 

５． 平成２０年度純資産変動計算書（市全体）の概要 
 南島原市全体のバランスシートの「純資産の部」に計上されている各項目の

１年間の変動を計上しています。 
 

Ⅲ 南島原市全体の財務４表（全会計） 
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６． 平成２０年度資金収支計算書（市全体）の概要 
 南島原市全体の行政活動における資金の流れを「経常的収支の部」、「公共資

産整備の部」、「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分類した財務書類です。 
 各会計間の出し入れである繰入金及び繰出金は相殺を行っています。 

 
 
 
 
 
 
１． 総括 

 南島原市の連結財務４表については、普通会計、特別会計、公営企業会計を

含めた地方公共団体全体の財務４表に、外郭団体である一部事務組合５団体、

第３セクター３団体の財務数値を加算して、作成しました。 
 
２． 作成の基本的前提 

 地方公共団体の財務４表と外郭団体の財務４表を連結するにあたっては、純

計操作を行っております。一部事務組合への負担金や第３セクターへの出資金

など重複するものについて相殺するとともに、各会計基準の相違をもとに読替、

修正などの調整など、連結する作業を行いました。 
 連結の対象となった外郭団体は次のとおりです。 
   一部事務組合 ５団体 

長崎県市町村総合事務組合、島原地域広域市町村圏組合、県央県南広

域環境組合、雲仙・南島原保健組合、長崎県後期高齢者医療広域連合 
 

      第３セクター ３団体 
(株)原城振興公社、(財)加津佐町海洋センター公社、 
(財)西有家町学校給食公社 

なお、(株)みずなし本陣ふかえは、出資割合が５０％以下（４．１％）のた
め連結対象から除外しています。 

 
３． 平成２０年度連結貸借対照表の概要 

 南島原市の連結における公共資産は１，４２１億２，９６９万円で、投資等

は９３億６，０１１万円で、流動資産は９２億７，６１６万円などで、資産合

計は１，６０７億６，８９６万円となっています。 
 一方、負債の部では、固定負債は４６８億８，６７２万円で、流動負債は５

３億７２８万円で、負債合計は５２１億９，４００万円となっています。 
 純資産合計は１，０８５億７，４９６万円となっています。 

Ⅳ 南島原市の連結財務４表 
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４． 平成２０年度連結行政コスト計算書の概要 

 南島原市の連結における経常行政コストは４４４億９，００８万円で、社会

保障給付が２１６億９，７０４万円、４８．８％の割合になっています。 
経常収益１００億９，２３９万円を除いた、純経常行政コストは３４３億９，

７６９万円となっています。 
 

５． 平成２０年度連結純資産変動計算書の概要 
 南島原市全体のバランスシートの「純資産の部」に計上されている各項目の

１年間の変動を計上しています。 
 
６． 平成２０年度連結資金収支計算書の概要 

 南島原市全体の行政活動における資金の流れを「経常的収支の部」、「公共資

産整備の部」、「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分類した財務書類です。 
 各団体間の出し入れである負担金等は相殺を行っています。 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 28,071,018

①生活インフラ・国土保全 47,453,525 (2) 長期未払金

②教育 30,808,141 ①物件の購入等

③福祉 1,990,780 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 7,076,657 ③その他

⑤産業振興 23,536,716 長期未払金計 0

⑥消防 756,172 (3) 退職手当引当金 6,546,491

⑦総務 4,818,620 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 116,440,611 固定負債合計 34,617,509

(2) 売却可能資産 347,418

公共資産合計 116,788,029 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 4,105,323

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 778,689 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 264,069

投資及び出資金計 778,689 流動負債合計 4,369,392

(2) 貸付金 58,632

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 38,986,901

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 4,173,879

③土地開発基金 579,494 [純資産の部]

④その他定額運用基金 648,758 １　公共資産等整備国県補助金等 25,066,170

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 5,402,131 ２　公共資産等整備一般財源等 75,425,410

(4) 長期延滞債権 413,850

(5) 回収不能見込額 △ 23,389 ３　その他一般財源等 △ 10,212,077

投資等合計 6,629,913

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 90,279,503

①財政調整基金 2,497,586

②減債基金 2,545,033

③歳計現金 685,835

現金預金計 5,728,454

(2) 未収金

①地方税 114,382

②その他 14,467

③回収不能見込額 △ 8,841

未収金計 120,008

流動資産合計 5,848,462

資　　産　　合　　計 129,266,404 負 債 ・ 純 資 産 合 計 129,266,404

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち22,270,211千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 47,361,609 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 32,176,341 千円 32,176,341 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 11,471 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 7,372,129 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 1,255,177 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 6,546,491 千円 6,546,491 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 39,307,784 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 8,503,428 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,059,250 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 29,745,106 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 8,053,825 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は10,947,792千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は74,792,679千円です。

0

0

146,731

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）
地方債・（長期）未払
金・引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

14,272

350,779

17,377,887

6,066,697

1,255,177

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

510,194

230,503

1,208,347

11,099,731

0

0

貸借対照表（南島原市普通会計）
(平成21年3月31日現在)

11,471

7,372,129

0

3,964,061

2,592,626

8,718,564

17,377,887

719,742
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5

2
1
.
2
%

2
4
2
,
2
7
6

7
3
6
,
4
0
2

8
4
1
,
9
7
8

6
7
0
,
1
3
7

6
1
3
,
9
9
0

2
6
,
5
6
8
1
,
6
7
0
,
3
0
2

2
3
1
,
0
5
2

0

（
１
）
物
件
費

2
,
5
4
7
,
5
1
1

1
0
.
7
%

8
4
,
4
1
5
1
,
0
0
1
,
28
4

1
8
0
,
5
7
5

4
8
5
,
9
9
5

1
1
0
,
3
1
6

6
6
,
7
6
5

6
0
4
,
7
2
9

1
3
,
4
3
2

0

（
２
）
維
持
補
修
費

5
3
,
0
9
9

0
.
2
%

2
2
,
3
5
2

1
0
,
0
5
8

4
,
5
3
6

7
,
5
0
9

5
,
3
4
2

1
,
2
0
6

2
,
0
9
6

0

（
３
）
減
価
償
却
費

4
,
3
8
7
,
9
4
8

1
8
.
5
%
1
,
4
6
1
,
7
7
5

8
2
1
,
6
6
6

1
5
2
,
1
8
5

4
7
0
,
5
7
2
1
,
2
4
9
,
4
6
9

6
3
,
4
0
2

1
6
8
,
8
7
9

小
　
　
計

6
,
9
8
8
,
5
5
8

2
9
.
5
%
1
,
5
6
8
,
5
4
2
1
,
8
3
3
,
00
8

3
3
7
,
2
9
6

9
6
4
,
0
7
6
1
,
3
6
5
,
1
2
7

1
3
1
,
3
7
3

7
7
5
,
7
0
4

1
3
,
4
3
2

0

（
１
）
社
会
保
障
給
付

3
,
8
2
1
,
8
6
5

1
6
.
1
%

2
7
,
1
1
8
3
,
7
9
4
,
7
4
7

0

（
２
）
補
助
金
等

3
,
0
6
0
,
1
5
0

1
2
.
9
%

4
,
0
5
8

1
2
7
,
3
4
2

4
4
0
,
8
9
2

2
5
2
,
6
7
4

3
7
0
,
2
8
3

8
5
0
,
8
5
6
1
,
0
1
2
,
8
8
1

1
,
1
6
4

0

３
（
３
）
他
会
計
等
へ
の
支
出
額

2
,
9
9
0
,
7
8
8

1
2
.
6
%

3
8
6
,
9
9
6

0
2
,
0
7
7
,
5
9
3

5
2
3
,
1
2
9

0
3
,
0
7
0

0
0

（
４
）
他
団
体
へ
の

　
　
　
公
共
資
産
整
備
補
助
金
等

1
,
2
2
1
,
8
1
1

5
.
2
%

1
5
9
,
6
1
7

1
8
,
2
5
0

4
,
9
9
0

6
8
,
5
3
9

9
6
6
,
4
6
8

0
3
,
9
4
7

0

小
　
　
計

1
1
,
0
9
4
,
6
1
4

4
6
.
8
%

5
5
0
,
6
7
1

1
7
2
,
7
1
0
6
,
3
1
8
,
2
2
2

8
4
4
,
3
4
2
1
,
3
3
6
,
7
5
1

8
5
3
,
9
2
6
1
,
0
1
6
,
8
2
8

1
,
1
6
4

0

（
１
）
支
払
利
息

5
5
1
,
1
6
5

2
.
3
%

5
5
1
,
1
6
5

（
２
）
回
収
不
能
見
込
計
上
額

3
9
,
6
8
9

0
.
2
%

3
9
,
6
8
9

（
３
）
そ
の
他
行
政
コ
ス
ト

0
0
.
0
%

0
0

小
　
　
計

5
9
0
,
8
5
4

2
.
5
%

0
0

0
0

0
0

0
0

5
5
1
,
1
6
5

3
9
,
6
8
9

0

2
3
,
7
0
6
,
7
3
1

2
,
3
6
1
,
4
8
9
2
,
7
4
2
,
12
0
7
,
4
9
7
,
4
9
6
2
,
4
7
8
,
5
5
5
3
,
3
1
5
,
8
6
8
1
,
0
1
1
,
8
6
7
3
,
4
6
2
,
8
3
4

2
4
5
,
6
4
8

5
5
1
,
1
6
5

3
9
,
6
8
9

0

（
　
構
　
成
　
比
　
率
　
）

1
0
.
0
%

1
1
.
6
%

3
1
.
6
%

1
0
.
5
%

1
4
.
0
%

4
.
3
%

1
4
.
6
%

1
.
0
%

2
.
3
%

0
.
2
%

0
.
0
%

　
【
経
常
収
益
】

一
般
財
源

振
替
額

１
使
用
料
・
手
数
料

ｂ
5
7
2
,
0
1
1

4
2
,
9
2
4

1
4
,
4
0
0

3
4
,
9
7
6

1
2
1
,
1
7
7

6
,
4
9
1

0
3
5
,
4
5
1

0
0

0
3
1
6
,
5
9
2

２
分
担
金
・
負
担
金
・
寄
附
金
ｃ

3
0
0
,
6
4
0

0
2
,
7
3
3

2
7
8
,
1
6
7

0
3
,
7
9
5

0
7
,
4
9
1

0
0

0
8
,
4
5
4

8
7
2
,
6
5
1

4
2
,
9
2
4

1
7
,
1
3
3

3
1
3
,
1
4
3

1
2
1
,
1
7
7

1
0
,
2
8
6

0
4
2
,
9
4
2

0
0

0
3
2
5
,
0
4
6

ｄ
／
ａ
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.
6
8
%

1
.
8
%

0
.
6
%

4
.
2
%

4
.
9
%

0
.
3
%

0
.
0
%

1
.
2
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

2
2
,
8
3
4
,
0
8
0

2
,
3
1
8
,
5
6
5
2
,
7
2
4
,
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7
7
,
1
8
4
,
3
5
3
2
,
3
5
7
,
3
7
8
3
,
3
0
5
,
5
8
2
1
,
0
1
1
,
8
6
7
3
,
4
1
9
,
8
9
2

2
4
5
,
6
4
8

5
5
1
,
1
6
5

3
9
,
6
8
9

0
△
 
3
2
5
,
0
4
6

（
差
引
）
純
経
常
行
政
コ
ス
ト

ａ
－

ｄ

２ ４ 経
常
行
政
コ
ス
ト

ａ

経
常

収
益

合
計

（
ｂ

＋
ｃ

）
ｄ
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（
単
位
：
千
円
）

純
資
産
合
計

公
共
資
産
等
整
備

国
県
補
助
金
等

公
共
資
産
等
整
備

一
般
財
源
等

そ
の
他

一
般
財
源
等

資
産
評
価
差
額

期
首
純
資
産
残
高

88
,
81
2
,
66
5

25
,
4
20
,
30
5

74
,
7
39
,
0
18

△
 
1
1,
3
46
,
6
58

0

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

△
 
22
,
83
4
,
08
0

△
 
2
2,
8
34
,
0
80

一
般
財
源

地
方
税

3
,
76
0
,
83
1

3,
7
60
,
8
31

地
方
交
付
税

13
,
76
2
,
82
5

1
3,
7
62
,
8
25

そ
の
他
行
政
コ
ス
ト
充
当
財
源

1
,
19
4
,
14
2

1,
1
94
,
1
42

補
助
金
等
受
入

5
,
82
9
,
58
6

7
96
,
67
7

5,
0
32
,
9
09

臨
時
損
益

災
害
復
旧
事
業
費

△
 
25
0
,
07
2

△
 
2
50
,
0
72

公
共
資
産
除
売
却
損
益

3
,
60
6

3
,
6
06

投
資
損
失

0
0

損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入
等

0
0

科
目
振
替

公
共
資
産
整
備
へ
の
財
源
投
入

6
69
,
0
77

△
 
6
69
,
0
77

公
共
資
産
処
分
に
よ
る
財
源
増

0
△
 
27
,
4
47

27
,
4
47

0

貸
付
金
・
出
資
金
等
へ
の
財
源
投
入

1
82
,
2
09

△
 
1
82
,
2
09

貸
付
金
・
出
資
金
等
の
回
収
等
に
よ
る
財
源
増

0
△
 
88
,
9
30

88
,
9
30

減
価
償
却
に
よ
る
財
源
増

△
 1
,
1
50
,
81
2

△
 3
,
2
37
,
1
36

4,
3
87
,
9
48

地
方
債
償
還
等
に
伴
う
財
源
振
替

3
,
1
88
,
6
19

△
 
3,
1
88
,
6
19

資
産
評
価
替
え
に
よ
る
変
動
額

0
0

無
償
受
贈
資
産
受
入

0
0

そ
の
他

0
0

期
末
純
資
産
残
高

90
,
27
9
,
50
3

25
,
0
66
,
17
0

75
,
4
25
,
4
10

△
 
1
0,
2
12
,
0
77

0

純
資
産
変
動
計
算
書
（
南
島
原
市
普
通
会
計
）

自
　
平
成
2
0
年
4
月
 
1
日

至
　
平
成
2
1
年
3
月
3
1
日
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（単位：千円） （単位：千円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 他会計等への公債費充当財源繰出支出

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 地方債償還額

その他支出 長期未払金支払支出

支 出 合 計 支 出 合 計

地方税 国県補助金等

地方交付税 貸付金回収額

国県補助金等 基金取崩額

使用料・手数料 地方債発行額

分担金・負担金・寄附金 公共資産等売却収入

諸収入 その他収入

地方債発行額 収 入 合 計

基金取崩額 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

他会計補助金等

その他収入 翌年度繰上充用金増減額

収 入 合 計 当年度歳計現金増減額

経 常 的 収 支 額 期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

公共資産整備支出 ※1 一時借入金に関する情報

公共資産整備補助金等支出 ① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

他会計等への建設費充当財源繰出支出 ② 平成20年度における一時借入金の借入限度額は3,000,000千円です。

支 出 合 計 ③ 支払利息のうち、一時借入金利子は26千円です。

国県補助金等 ※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

地方債発行額 　収入総額 千円

基金取崩額 　地方債発行額 △

その他収入 　財政調整基金等取崩額 △

収 入 合 計 　支出総額 △

公 共 資 産 整 備 収 支 額 　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書（南島原市普通会計）

自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

32,435

1,636,083

502,461

0

7,126,255

3,244

4,978,748

5,529,887

27,176

2,199,800

28,991,800

3,550,400

35,435

28,763,228

20,991

457,263

685,835

31,053

116,631

1,721,110

△ 5,405,145

0

228,572

△ 1,041,055

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

3,600

2,119

1,065,317

0

25,654

2,616,584

1,520,000

0

6,674,772

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,315,888

286,189

93,818

965,083

1,015,275

24,654,106

3,000

82,846

119,940

3,657,639

1,525,613

1,221,811

3,682,015

13,762,825

4,303,973

459,082

17,979,334

5,327,085

2,547,511

3,821,865

3,060,150

１ 経 常 的 収 支 の 部

551,165

2,368,387

303,171
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市民１人あたり財務表

普通会計の財務４表を平成２０年度末時点の住民基本台帳人口５３，５９０人で割った
市民１人あたりの財務４表です。

貸借対照表 （単位：千円、％）

資産の部 全体の金額 構成比率
１人あたりの金

額
１　公共資産 116,788,029 90.4% 2,179
２　投資等 6,629,913 5.1% 124
３　流動資産 5,848,462 4.5% 109
　　 うち歳計現金 685,835 0.5% 13
資産合計 129,266,404 100.0% 2,412

負債の部 全体の金額 構成比率
１人あたりの金

額
１　固定負債 34,617,509 26.8% 646
２　流動負債 4,369,392 3.4% 81
負債合計 38,986,901 30.2% 727
純資産の部 90,279,503 69.8% 1,685
負債及び純資産合計 129,266,404 100.0% 2,412

行政コスト計算書 （単位：千円、％）

経常費用 全体の金額 構成比率
１人あたりの金

額
１　人にかかるコスト 5,032,705 21.2% 94
２　物にかかるコスト 6,988,558 29.5% 130
３　移転支出的なコスト 11,094,614 46.8% 207
４　その他のコスト 590,854 2.5% 11
経常費用合計 23,706,731 100.0% 442

経常収益 全体の金額 構成比率
１人あたりの金

額
１　使用料･手数料 572,011 65.6% 11
２　分担金・負担金・寄附金 300,640 34.5% 6
経常収益合計 872,651 100.0% 17
純経常行政コスト 22,834,080 ― 425

純資産変動計算書 （単位：千円）

区分 全体の金額 ―
１人あたりの金

額
期首純資産残高 88,812,665 ― 1,657
純経常行政コスト △ 22,834,080 ― △ 426
一般財源 18,717,798 ― 349
補助金等受入 5,829,586 ― 109
臨時損益 △ 246,466 ― △ 4
期末純資産残高 90,279,503 ― 1,685

資金収支計算書 （単位：千円）

区分 全体の金額 ―
１人あたりの金

額
１　経常的収支 6,674,772 ― 124
２　公共資産整備収支 △ 1,041,055 ― △ 19
３　投資・財務的収支 △ 5,405,145 ― △ 101
当期収支 228,572 ― 4
期首資金残高 457,263 ― 9
期末資金残高 685,835 ― 13
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財務４表を用いた財務分析

●　社会資本形成の世代間負担比率
　　　社会資本の整備結果である有形固定資産について、過去及び現世代で負担
　　された割合と将来世代で負担する割合を示すものです。

（単位：千円、％）
項目 金額／比率

有形固定資産合計　Ａ 116,440,611
純資産合計　Ｂ 90,279,503
地方債残高　Ｃ 32,176,341

過去及び現世代負担比率
　Ｂ／Ａ×１００

77.5%

将来世代負担比率
　Ｃ／Ａ×１００

27.6%

●　歳入額対資産比率
　　　「資産合計」が「歳入合計」の何年分に相当するかを表したもので、
　　社会資本の整備の度合いを示す指標です。
　　　この比率が高いほどストックとしての社会資本の整備が進んでいます。

（単位：千円、年）
項目 金額／比率

歳入総額　Ａ 29,558,033
資産合計　Ｂ 129,266,404

歳入額対資産比率　Ｂ／Ａ 4.4年

●　有形固定資産の行政目的別割合
　　　貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより
　　行政分野ごとの社会資本の比重を把握することができます。

（単位：千円、％）
項目 金額 比率

生活インフラ・国土保全 47,453,525 40.8%
教育 30,808,141 26.5%
福祉 1,990,780 1.7%
環境衛生 7,076,657 6.1%
産業振興 23,536,716 20.2%
消防 756,172 0.7%
総務 4,818,620 4.1%

有形固定資産合計 116,440,611 100.0%

●　行政コスト対有形固定資産比率
　　　行政コストの有形固定資産に対する比率は、資産を活用するためにどれだけの
　　コストがかけられているか、どれだけの行政サービスを提供しているかを分析す
　　ることができます。

（単位：千円、％）
項目 経常行政コスト 有形固定資産 比率

生活インフラ・国土保全 2,361,489 47,453,525 5.0%
教育 2,742,120 30,808,141 8.9%
福祉 7,497,496 1,990,780 376.6%
環境衛生 2,478,555 7,076,657 35.0%
産業振興 3,315,868 23,536,716 14.1%
消防 1,011,867 756,172 133.8%
総務 3,462,834 4,818,620 71.9%

合計 23,706,731 116,440,611 20.4%  
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 56,895,712 ①普通会計地方債 28,071,018

②教育 30,808,141 ②公営事業地方債 9,427,418

③福祉 1,990,780  地方債計 37,498,436

④環境衛生 20,188,555 (2) 長期未払金 0

⑤産業振興 23,536,716 (3) 引当金 6,546,491

⑥消防 756,172 （うち退職手当等引当金） 6,546,491

⑦総務 4,818,620 （うちその他の引当金） 0

⑧収益事業 0 (4) その他 0

⑨その他 0 固定負債合計 44,044,927

有形固定資産計 138,994,696

(2) 無形固定資産 742 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 347,418 (1) 翌年度償還予定地方債 4,658,746

公共資産合計 139,342,856 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 89,373

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(1) 投資及び出資金 776,689 (5) 賞与引当金 287,221

(2) 貸付金 58,632 (6) その他 0

(3) 基金等 5,435,131 流動負債合計 5,035,340

(4) 長期延滞債権 791,091

(5) その他 0 負　　債　　合　　計 49,080,267

(6) 回収不能見込額 △ 44,689

投資等合計 7,016,854 [純資産の部]

１　公共資産等整備国県補助金等 32,936,178

３　流動資産

(1) 資金（歳計現金） 1,652,331 ２　公共資産等整備一般財源等 80,502,129

(2) 財政調整基金・減債基金 6,063,497

(3) 未収金 270,562 ３　その他一般財源等 △ 8,178,952

(4) 販売用不動産 5,170

(5) その他 4,359 ４　資産評価差額 2,613

(6) 回収不能見込額 △ 16,394

流動資産合計 7,979,525

純　 資　 産　 合　 計 105,261,968

４　繰延勘定 3,000

資　　産　　合　　計 154,342,235 負 債 及 び 純 資 産 合 計 154,342,235

南島原市全体の貸借対照表（南島原市全会計）
（平成２１年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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（単位：千円） （単位：千円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 地方債償還額

その他支出 長期借入金返済額

支 出 合 計 短期借入金減少額

地方税 収益事業純支出

地方交付税 その他支出

国県補助金等 支 出 合 計

使用料・手数料 国県補助金等

分担金・負担金・寄附金 貸付金回収額

保険料 基金取崩額

事業収入 地方債発行額

諸収入 長期借入金借入額

地方債発行額 公共資産等売却収入

長期借入金借入額 収益事業純収入

短期借入金増加額 その他収入

基金取崩額 収 入 合 計

その他収入 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額 翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

公共資産整備支出 期末資金残高

公共資産整備補助金等支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

１ 経 常 的 収 支 の 部

760,678

5,733,931

2,826,150

10,066,821

6,344,373

966,496

3,000

1,046,183

1,734,933

27,466,886

3,682,015

13,762,825

8,047,507

459,669

3,299,116

139,200

△ 1,148,614

0

34,233,578

6,766,692

3,501,097

4,725,908

1,221,811

3,000

0

1,966,575

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

87,115

3,577,294

1,523,604

0

0

0

7,248,316

0

20,991

0

95,340

3,244

5,595,802

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

3,600

2,119

1,643,551

1,556,991

32,435

1,520,000

121,099

1,725,578

31,053

0

1,652,331

南島原市全体の資金収支計算書

自　平成２０年４月　１日

至　平成２１年３月３１日

（南島原市全会計）

2,119,924

707,643

0

0

△ 5,522,738
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 56,895,712 ①普通会計地方債 28,071,018

②教育 30,826,862 ②公営事業地方債 9,427,418

③福祉 1,990,780  地方公共団体計 37,498,436

④環境衛生 22,163,335 (2) 関係団体

⑤産業振興 23,540,702 ①一部事務組合・広域連合地方債 1,801,976

⑥消防 1,424,207 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 4,939,929 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 1,801,976

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 141,781,527 (4) 引当金 7,586,309

(2) 無形固定資産 742 （うち退職手当等引当金） 7,586,309

(3) 売却可能資産 347,418 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 142,129,687 (5) その他 0

固定負債合計 46,886,721

２　投資等

(1) 投資及び出資金 304,889 ２　流動負債

(2) 貸付金 58,632 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 8,249,033 ①地方公共団体 4,658,746

(4) 長期延滞債権 791,091 ②関係団体 194,703

(5) その他 1,156  翌年度償還予定額計 4,853,449

(6) 回収不能見込額 △ 44,689 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

投資等合計 9,360,112 (3) 未払金 118,902

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 328,259

３　流動資産 (6) その他 6,672

(1) 資金 2,612,343 流動負債合計 5,307,282

(2) 財政調整基金・減債基金 6,222,254

(3) 未収金 444,357 負　　債　　合　　計 52,194,003

(4) 販売用不動産 5,170

(5) その他 8,446

(6) 回収不能見込額 △ 16,405 [純資産の部]

流動資産合計 9,276,165 １　公共資産等整備国県補助金等 33,128,536

２　公共資産等整備一般財源等 81,260,964

３　他団体及び民間出資分 0

４　繰延勘定 3,000 ４　その他一般財源等 △ 5,995,394

５　資産評価差額 180,855

純　 資　 産　 合　 計 108,574,961

資　　産　　合　　計 160,768,964 負債及び純資産合計 160,768,964

連結貸借対照表（南島原市）
（平成２１年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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（単位：千円） （単位：千円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 地方債償還額

その他支出 長期借入金返済額

支 出 合 計 短期借入金減少額

地方税 収益事業純支出

地方交付税 その他支出

国県補助金等 支 出 合 計

使用料・手数料 国県補助金等

分担金・負担金・寄附金 貸付金回収額

保険料 基金取崩額

事業収入 地方債発行額

諸収入 長期借入金借入額

地方債発行額 公共資産等売却収入

長期借入金借入額 収益事業純収入

短期借入金増加額 その他収入

基金取崩額 収 入 合 計

その他収入 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額 翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

公共資産整備支出 期末資金残高

公共資産整備補助金等支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

6,653,006

3,945,499

１ 経 常 的 収 支 の 部

連結資金収支計算書

（南島原市）
自　平成２０年４月　１日

至　平成２１年３月３１日

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

3,600

2,119

21,715,665

4,704,742

794,836

571,936

38,385,684

3,682,015

13,762,825

13,223,276

3,578,643

△ 1,163,781

1,966,575

1,524,953

0

87,115

1,726,314

3,244

5,840,790

0

0

0

1,876

7,577,943

478,449 0

7,686,093 20,991

37,635

1,520,000

3,141,246

1,641,788

0

966,496 31,053

00

147,508

139,285

1,748,964

△ 5,828,979

45,851,759

37,252

1,084,811

0

0

473,315

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部 2,139,028

7,466,075

4,742,424

0

3,512,924 2,612,343

1,221,811

7,689

 
 


